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平成３１年度行田市地域包括支援センター運営方針  

 

Ⅰ 策定の目的 

この行田市地域包括支援センター運営方針は、地域包括支援センターの運営上

の基本的な考え方や理念、業務推進の指針などを明確にするとともに、地域包括

支援センター業務の円滑で効率的な実施に資することを目的に策定します。 

 

Ⅱ 地域包括支援センターの目的 

地域包括支援センターは、高齢者が住みなれた地域で尊厳ある生活を続けられ

るよう、心身の健康の維持、生活の安定のために必要な相談・援助を行うことに

より、福祉の増進及び保健医療の向上を図り、包括的に支援していく中で、地域

包括ケアシステムの確立を目指します。 

また、地域包括ケアシステムの推進を担う中核機関として、地域住民一人ひと

りに対する個別的なサービスの調整、地域におけるネットワークの構築・再生等、

地域の様々なニーズに応えることのできる高齢者福祉の「ワンストップサービス

の拠点」となることを目指します。 

   

Ⅲ 運営上の基本的な考え方や理念 

地域包括支援センターは行田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する

基準を定める条例に従うものとし、設置責任主体は行田市（以下「市」という。）

であることから、市は地域包括支援センターの設置目的を達成するための体制

整備に努め、地域の関係機関の連携体制の構築などの重点的な取り組みについ

て、市と地域包括支援センターが共通認識のもと、協働して適正な運営に努め

るとともに、地域包括支援センターの運営に適切に関与するものとします。 

また、市が設置する地域包括支援センター運営協議会（以下｢運営協議会｣とい

う。）は、地域包括支援センターの運営に関する事項について、承認や協議、評価

する機関として役割を発揮することにより、市の意思決定に関与し、もって、適

切、公正かつ中立な地域包括支援センターの運営を確保します。 

 

１ ｢公益性」の視点 

地域包括支援センターは、市の介護・福祉行政の一翼を担う｢公益的な機関

として、公正で中立性の高い事業運営を行います。 

地域包括支援センターの運営費用は、市民の負担する介護保険料や国・県・

市の公費によって賄われていることを十分理解し、適切な事業運営を行います。 

 

２ ｢地域性」の視点 

地域包括支援センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える中

核的な機関であるため、担当圏域内の地域特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟

な事業運営を行います。 

運営協議会、地域支援ネットワーク会議、その他地域で行われている活動な
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どを通じて、地域住民や関係機関、サービス利用者の意見を幅広く汲み上げ、

日々の活動に反映させるとともに、地域が抱える課題を把握し、解決に向けて

積極的に取り組みます。 

 

３ ｢協働性」の視点(チームアプローチ) 

地域包括支援センターの保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員（これ

らに準ずる者を含む。）の専門職が、｢縦割り｣ に業務を行うのではなく、職員

相互が情報を共有し、理念・方針を理解した上で、連携・協働の事務体制を構

築し、業務全体を｢チーム｣として支えます。 

地域の保健・福祉・医療の専門職やボランティア、民生委員、地域包括支援

センター相談協力員(以下「相談協力員」という。)等関係者と連携を図り、活

動します。    

    

Ⅳ 業務推進の指針 

１ 事業計画の策定 

本市の日常生活圏域ごとの現状や地域課題は、第７期行田市高齢者保健福祉

計画・介護保険事業計画Ｐ５～Ｐ１６の通りです。 

地域包括支援センターは、担当地域の実情に応じて必要となる重点課題・重

点目標を設定し、各地域で特色のある創意工夫した事業運営に努めます。事業

計画は、地域包括支援センターの基本姿勢を表すものとして毎年策定し、その

内容について運営協議会が審議し承認を行います。 

 

２  設置場所 

地域住民や介護支援専門員、サービス事業者などの多様な関係者がアクセス

しやすい場所に事務所を設置します。 

   

３  職員の姿勢 

地域包括支援センターの業務は、地域に暮らす高齢者が住みなれた環境で自

分らしい生活を継続させるための支援であることを念頭に置き、常に当事者の

最善の利益を図るために業務を遂行します。 

    

４ 行政機関等との連携 

地域包括支援センターの業務は多岐にわたり，市の関係部署や社会福祉協議

会等の公的機関等と密接に関係しています。支援困難ケースなどにも迅速に対

応できるよう日常的に連携を図るとともに、市が主催する地域包括支援センタ

ースタッフ会議及び専門部会などの会議や研修に参加し，職員一人一が自己研

鑽を積むとともに、地域課題の解決に努めます。 

 

５ 地域包括ケアシステム構築への取組み  

市は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、本人の能力に応じ、自立した

日常生活を営むことができるよう生活上の安全、安心、健康を確保するための
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医療や介護、介護予防のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援が適

切に提供できるよう地域包括ケアシステムの構築を進めています。  

地域包括支援センターはこの中心となって、サービス利用のコーディネート

を行うほか、民生委員、地域包括支援センター相談協力員をはじめとした地域

住民、医療機関、介護保険事業者などの協力を得て、ネットワークの充実を図

ります。  

また、多職種による地域ケア会議を開催し、困難事例の解決に努めるととも

に、地域課題の発見や地域づくり及び資源開発に努めます。  

  

６ 個人情報の保護 

地域包括支援センターが有する高齢者などの情報が、業務に関係のない目的

で使用されることや、不特定多数の者に洩れることのないように情報管理を徹

底するとともに、守秘義務を厳守し、個人情報の保護に留意します。 

 

７ 広報活動 

地域包括支援センターの業務を適切に実施していくため、また業務への理解

と協力を得るために、パンフレットやチラシなどを作成し、様々な場所や機関

への配布を行うなど、地域住民及び関係者へ積極的に広報します。 

 

Ⅴ 具体的な業務 

市は重点課題として、団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年にむけ、単身高

齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加が予想される中、介護が必要な状

態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう介護だけでなく、

医療や予防、生活支援、住まいを一体的に提供する「地域包括ケアシステム」の

構築と深化、推進を目指します。  

地域包括支援センターは、以下の事業の実施にあたり、市が行う施策について

十分に理解し協力します。 

  

１ 包括的支援事業 

⑴ 総合相談支援業務 

① 実態把握 

窓口や電話での相談を始め、地域住民からの連絡、介護予防教室等 

の参加状況の把握、独居又は高齢者世帯等支援を要する家庭への訪問など

を行うことにより、地域の高齢者の心身の状況や家庭環境等についての実

態調査を行うことで、地域に存在する隠れた問題やニーズを発見し、必要

に応じ介護予防事業につなげる等、早期対応できるようにします。 

 

      ② 総合相談業務 

地域において安心できる拠点として役割を果たすため、関係機関との連

携のもと様々な相談内容について、総合的かつ迅速に対応できる体制を作

ります。介護保険サービス以外にも様々な社会資源を把握し、相談者の適
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切な支援につながるようにします。    

 

③ 地域支援ネットワーク構築業務  

効率的・効果的に地域包括支援センターの業務を行い、支援を必要とす

る高齢者を見出し、保健・医療・福祉サービスを始めとする適切な支援に

つなぎ、継続的な見守りを行うことで、更なる問題の発生を予防するため

に、地域支援ネットワーク会議の開催のほか、各自治会から選出された相

談協力員の育成を行います。  

また、「ながちか（長親）体操」普及啓発に係るサポーター活動との協働

活動や健康相談・教育等を実施し、いきいきサロンやシニアクラブ等の高

齢者の団体と日頃から連携を図り、実際の活動に活用できるよう支援しま

す。 

また、介護予防や生活支援を展開するため生活支援体制整備事業におけ

る生活支援コーディネーターとの連携や協議体への参加により、生活支援

等の基盤となるネットワークを構築します。 

以上の活動により、閉じこもり等による生活不活発症候群やフレイル予

防に資するほか、虐待等困難事例について早期に発見し、介入あるいは、

見守り活動を行うことができるようにします。 

   

⑵ 権利擁護業務 

① 成年後見制度の活用 

認知症などにより判断能力の低下が見られる場合には、適切な介護サー

ビス利用や、金銭管理、法的行為などのため成年後見人制度をはじめ福祉

サービス援助事業（あんしんサポートネットワーク）などを活用した支援

を行います。 

     

② 高齢者虐待への対応 

｢高齢者虐待の防止・高齢の養護者に対する支援等に関する法律｣および

行田市高齢者虐待対応マニュアル（平成 27 年 3 月改訂）に基づき、速や

かに当該高齢者の状況を把握し、市と連携を図りながら適切な対応を行い

ます。 

        

③ 困難事例への対応 

困難事例を把握した場合は、実態把握の上、地域包括支援センターの 

専門職が連携して対応を検討します。 

      

④ 消費者被害の防止 

地域団体・関係機関との連携のもと、消費者被害情報の把握を行い、情

報伝達と適切な対応により被害を未然に防ぐように支援するとともに、被

害の回復のための機関を紹介します。 
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⑶ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

① 包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築 

施設・在宅を通じた地域における包括的・継続的なケアを実施するため、

関係機関との連携を構築し、地域の介護支援専門員が介護保険サービス以

外の様々な社会資源（地域の活力）を活用できるように、地域の連携・協

力体制を整備します。 

 

② 介護支援専門員に対する支援・指導 

居宅介護支援事業所の介護支援専門員の日常業務の実施に関し、専門的

な見地からの個別指導や相談への対応を行います 

また、行田ケアマネ連絡会へ参加し、情報提供や活動支援を行うほか、

事例検討会・研修会を開催し、介護支援専門員の資質の向上を図るための

支援を行うとともに、地域の介護支援専門員が、日常的に円滑な業務を実

施できるように介護支援専門員のネットワークの構築に努めます。 

 

⑷ 地域ケア会議の充実 

介護支援専門員が抱える困難事例や、地域住民や関係機関による支援 要

請事例等について多職種による検討を行い、自立支援に資するケアマネジメ

ントの支援並びに地域で不足している社会資源の把握及び開発につながるよ

う、地域ケア会議の充実に努めます。 

 

  ⑸ 認知症施策の推進 

日々の総合相談等の業務から支援を必要とする住民の把握を行ない、認知

症の疑いのある者の早期発見・対応、適切なサービス利用や家族支援、生活

環境の調整等を行います。 

また、認知症サポーター養成講座の開催等を通じて、地域住民への正しい

知識の普及を図ります。 

さらに、認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チームと連携し、認

知症の人やその家族が状況に応じて必要な医療や介護等のサービスが受けら

れるようケア体制の構築に努めます。 

 

⑹ 在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者に、在宅医療と介護サービス

を一体的に提供するために、市と協働で医療機関と介護サービス事業者など

の関係者の連携を推進するため、多職種合同意見交換会等に参加します。 

 

⑺ 生活支援サービスの体制整備 

高齢者が地域で自立し、生きがいを持ちながら暮らしていくためには、日

常生活を支えていく生活支援サービスの体制整備を図っていくことが必要不

可欠であり、多種多様なサービスの充実を図るため、市が設置する生活支援
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コーディネーターと連携するとともに、市の生活支援協議体に参加し、市と

協働でその取り組みを推進します。 

 

２ 介護予防ケアマネジメント業務（第 1 号介護予防支援事業） 

介護予防ケアマネジメント業務（第１号介護予防支援事業）は、介護保険法

第 115 条の 45 第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）のうち、居宅要支援者被保険者及び介護保険法施行規則 140 

条の 62 の４第２号の厚生労働大臣が定める基準に該当する第１号被保険者

（平成 27 年３月 31 日厚生労働省告示第 197 号に定める基本チェックリスト

に該当する者。以下「基本チェックリスト該当者」という。）に対して、要介

護状態となることの予防や要支援・要介護状態になってもそれ以上に悪化しな

いようにするため、地域における自立した日常生活を送ることができるよう支

援すること目的とします。 

そのために、対象者の心身の状況、置かれている環境その他の状況に応じて、

対象者本人の選択に基づき、訪問型サービス（第１号訪問事業）、通所型サー

ビス（第１号通所事業）、その他生活支援サービス（第１号生活支援事業）等

適切なサービスが包括的かつ効果的に提供されるよう必要な援助を行うもの

です。 

当該業務に要する費用については、全て総合事業として一体的に賄われる

ものとし、具体的なケアマネジメントの実施方法については、「介護予防・日

常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支

援事業）の実施及び介護予防手帳の活用について」（平成 27 年６月５日老振

発 0605 第１号厚生労働省老健局振興課長通知）を参考とします。 

また、当該事業の一部について、指定居宅介護支援事業所に委託ができる

ものとします。 

  

３ 介護教室 

地域のネットワーク等を活用し、要介護被保険者を現に介護する者のニー

ズを把握し、適切な介護方法の指導や介護者同士の交流による情報交換等を

実施する等介護者支援のための教室を実施します。教室の実施にあたっては、

より多くの対象者が参加できるよう周知方法や内容について工夫します。 

 

Ⅵ 機能強化型地域包括支援センターの設置等 

平成２６年６月の介護保険法改正により、地域支援事業に「在宅医療・介護連

携推進事業」や「認知症総合支援事業」等が位置付けられました。 

このため、従来の地域包括支援センターの業務に加えて、社会福祉法人清幸会

に設置している地域包括支援センター緑風苑を、以下の業務を担う機能強化型地

域包括支援センターとして指定し、地域包括ケアシステムの推進につなげていき

ます。  

   

 １ 機能強化型地域包括支援センターの業務  
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  以下の事業は市内全域を対象とします。  

 

 ⑴ 認知症施策での業務  

   機能強化型地域包括支援センターに、平成 18 年 6 月 9 日付け老発第 069001

号「地域支援事業の実施について」で通知されている地域支援事業実施要綱

（以下、「地域支援事業実施要綱」という）における認知症地域支援・ケア向

上事業における認知症地域支援推進員を 1 名配置し、市とともに認知症施策

を推進します。  

   また、地域支援事業実施要綱における認知症初期集中支援推進事業の認知

症初期集中支援チームのチーム員として、前述した認知症地域支援推進員と

医療保健福祉に関する国家資格保有者又は認知症ケアや在宅ケアの実務・ 

相談業務等に 3 年以上携わった経験のある者 1 名を配置し、認知症の人やそ

の家族に早期に関わり、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築します。  

        

 ⑵ 在宅医療・介護連携推進事業での業務  

   機能強化型地域包括支援センターは、市と連携し、在宅医療・介護連携推

進事業に係る以下の業務を実施します。  

   ① 地域の医療・介護の資源の把握  

    市内介護事業所情報やメーリングリストの更新作業。平成２７年度に 

設立した介護事業所団体（行田ケアマネ会、通所介護事業所連絡会等）の

運営支援、団体開催の会議への出席、市と団体とのパイプ機能  

   ② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討  

    合同意見交換会の企画の参画、運営補助  

   ③ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進  

    在宅医療支援センターや在宅医療推進拠点との連絡調整、これらの機関

が実施するケース検討会や会議への出席  

   ④ 医療・介護関係者の情報共有の支援  

在宅医療・介護連携推進協議会や三師会ミーティングへの出席、市と共

同で在宅医療・介護連携推進にかかる情報共有ツールの研究、導入の検討。  

   ⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援  

    介護事業所と医療の連携（利用者の受診、在宅利用者の往診等）に関す

る支援、事業所に対する医療相談機能。  

   ⑥ 医療・介護関係者の研修  

    市と共同で研修の企画、運営  

   ⑦ 地域住民への普及啓発  

    効果的な普及啓発をはかる方策の検討、企画、運営補助。  

 

⑶ 地域ケア会議  

他の地域包括支援センターが実施する個別地域ケア会議の運営等に参画し、

会議に出席し助言します。また、市主催の地域ケア推進会議の企画、運営に

参画します。  
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Ⅶ 事業計画及び事業報告書について  

地域包括支援センターの事業報告については、次のとおり行います。 

１ 毎年度当初に「事業計画」及び「収支予算書」を作成し、５月末日までに 

提出すること  

２ 毎年度終了後、「事業報告書」及び「収支決算報告書」を作成し、翌年５月 

末日までに提出すること    

３ 毎月の業務終了後、「事業報告書（月報）」を作成し、翌月の１５日までに 

提出すること 

 

Ⅷ 法令等の遵守 

地域包括支援センターを運営するに当たり、介護保険法他関係法令を遵守しま

す。 

 

Ⅸ 経理 

地域包括支援センター事業に係る経理とほかの事業に係る経理とを明確に区

別し、会計経理を行います。 

 

Ⅹ その他 

 １ 地域支援事業の実施について 

 平成 18 年 6 月 9 日付け老発第 069001 号「地域支援事業の実施について」（最

終改正平成 30 年 5 月 10 日付け老発第 0519 第 3 号）、平成 17 年 12 月 19 日厚

生労働省老健局作成「地域包括支援センター業務マニュアル」及び平成 18 年

10 月 18 日老老発第 1018001 号付け「地域包括支援センター設置運営について」

（最終改正平成 28 年 1 月 19 日）を遵守して実施するものとします。 

また、各事業の実施にあたっての実施方法及び各種様式などについては、市

が別に定めることとします。 

なお、「地域支援事業の実施について」、「地域包括支援センター業務マニュ

アル」及び「地域包括支援センター設置運営について」が改正された場合は、

最新を優先するものとします。 

 

 


